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昨年は、参院選での与野党逆転に沸いた一

年だった。争点は年金記録をはじめいくつか

あったが、やはり格差の問題が大きかったと

思う。小泉・安倍政権と続いた構造改革路線、

市場万能主義、小さな政府論が背景にあった

ことは言うまでもない。ムダがあれば見直す

ことは当然である。しかし、構造改革のメイ

ンとして行われた三位一体改革という名の地

方税財政改革は、結果として地方財政の調整

機能を果たす地方交付税を大幅に削減するも

のとなった。景気回復傾向が続く中で税収が

上向いていたが、首都圏・大都市圏の一部等

大幅税収増の地域を除けば、交付税の削減が

地方自治体の財政を直撃することとなったの

である。この地域間（中央・地方）の格差イ

コール地方切り捨て政策が国民の反発を招き、

参院選のあの結果に直結したのである。

そもそも国と地方自治体の財政上の問題が

背景にある。それは、国が行う公共事業と自

治体財政の関係にある。多くの自治体では国

の事業に依存している。依存せざるを得ない

のがこれまでの実態である。その際必ず生じ

るのは自治体の負担である。割合は別として

必ず自治体側の負担が生じ、独自の財源が捻

出できない場合は起債（借金）が認められる。

それを数年かけて返済していく、後年度負担

となるわけである。バブル後の景気対策とし

て国は公共事業を拡大した。事業予算を消化

するためには、自治体側が必ずしも希望しな

い事業も引き受けるケースがあった。それで

も必ず自治体の負担は伴い、結果として借金

が嵩んでいくことになった。その返済がここ

数年来ピークを迎え自治体財政を圧迫し続け

ている。このような構造にある中で追い打ち

をかける形で交付税の大幅減額が強行されて

いったのである。地方自治体側の今のスロー

ガンは「交付税の復元」である。交付税の削

減が自治体財政を更に圧迫し、サービスの低

下や職員の賃金労働条件の低下を招き、それ

が更にサービスの質の低下にもつながったり、

自治体に関連している労働者の待遇を悪化さ

せる悪循環をもたらしている。市民や労働組

合が自治体の事業・サービス内容を点検し見

直す、職員の待遇を見直すことも当然必要で

ある。しかし、構造的にはそのレベルを越え、

国の制度・仕組みの中で自治体財政の大枠が

規制されているのが今日までの状況である。

この構造を含めて昨年の参院選では、地方の

格差問題として信が問われ、転換すべきとの

国民の思いが勝ったのだと思う。

さて、私の故郷は北海道である。二つの事

例を考えてみた。ひとつは、全国的に注目を

集めている｢夕張市｣である。360億円もの借

金を18年間で返済する財政再建計画に基づ

き、国の管理下で財政運営が行われることと

なった。06年10月に当時の市長が財政破綻を
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表明し、07年４月から再建団体となった。夕

張市の場合は前述とは少し異なるが、やはり

国策による財政悪化の最たるものである。戦

前からのエネルギー政策の中で炭鉱のまちと

してピーク時12万人の人口を誇った。しかし、

エネルギー政策の転換によって炭鉱は次々と

閉山していった。その過程で夕張市は、社宅

や診療所を市へ管理移行するなど様々な負担

を引き継がざるを得なかった。一方でメロン

栽培、石炭の歴史村、映画祭、スキー場など

の事業を展開、炭鉱から観光のまちへとのス

ローガンでまちの再生が追求された。一時は

国も評価していた時期もあった。しかし、結

局努力は実らず、投資した資金を含めて多額

の借金が残る状況となった。そして、ここ数

年の交付税の減額が追い打ちをかけることと

なり、財政破綻に陥ったのである。市民にとっ

ては様々な負担増とサービス低下につながり、

多くの職員が早期退職を余儀なくされ、残っ

て頑張る職員も年収で約４割減という過酷な

状態を強いられることとなった。

もうひとつは「北海道庁」の状況である。

北海道庁は、もともと公共事業依存度が高い

と言われてきた。その構造の中でごたぶんに

もれず借金返済がピークを迎える中、06年４

月から財政健全化のためとして職員の賃金10

％カットを２年間、08年３月までの計画で

行っている。ところが北海道庁では、08年４

月から引き続き９％賃金カットを４年間実施

したいとの提案がなされ、現在労使交渉が展

開されている。ここにも交付税削減が大きく

のしかかっている。更に、新法である財政健

全化法による一般（普通）会計と事業（特別）

会計の連結決算によって財政状況を評価する

方式が今後導入されていくことも重なってい

る。そのこと自体は、財政破綻を未然に防ぐ

方策としては否定しがたい。しかし、財政健

全化と言うならば、その前提として国は、地

方交付税の復元をはじめ実質的な自治体財政

の改善につながる施策を講じることを優先す

べきであろう。北海道庁の労使交渉は厳しい

ものにならざるを得ない。

北海道の事例以外にも全国では同様のケー

スが多発している。前述したとおり構造的な

ものであり拡大が危惧される。私の所属する

自治労は、自治体職員と関連職員を中心とす

る組織の立場でこれまで、自治体財政の確立、

サービスの向上、そして職員の待遇確保に様

々取り組んできた。しかし、今日の構造的な

問題点を改革、改善するには至っていない。

多くの課題が表面化している。その抜本的な

解決には、「分権と自治」を基本とする真の地

方財政確立が今こそ求められている。そのこ

とを目指して、今年も全力で頑張る決意であ

る。
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